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規程第１１号 

 

社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会職員就業規程 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規程は，社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会（以下，「本会」という。）

定款第３７条第３項に規定する職員の就業に関し，必要な事項を定めることを目的

とする。 

２ この規程に定める事項のほか，職員の就業に関する事項は，労働基準法その他 

関連法令に定めるところによる。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は，第２章の手続により採用され，本会の業務に従事する正職員に

適用する。ただし，正職員以外の臨時職員（嘱託職員を含む）の就業に関し必要な  

事項については，別に定める。 

 

（規則遵守） 

第３条 本会及び本会の職員は，この規程を遵守し，誠実に職務を遂行するとともに，

相互に協力して社会福祉の発展に努めなければならない。 

 

第２章 採用及び人事異動 

 

（職員の採用） 

第４条 本会は，就業を希望する者の中から選考試験等により合格した者を職員とし

て採用する。 

２ 職員の採用は原則として公募とする。 

３ 採用された職員には，その身分を明らかにするため身分証明書を交付する。 

 

（採用時の提出書類） 

第５条 職員として採用された者は，採用の日から７日以内に次の各号の書類を提出

しなければならない。ただし，選考にあたって既に提出済みの書類及び本会が特に 

必要ないと認めた場合にはその一部を省略することができる。 

（１）自筆履歴書（提出日前３ヶ月以内に撮影した写真貼付のもの） 

（２）健康診断書 

（３）最終学校の卒業（見込）証明書又は学校成績証明書 

（４）誓約書（様式第１号） 
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（５）身元保証書（様式第２号） 

（６）住民票記載事項証明書 

（７）職歴のある者にあっては，年金手帳及び雇用保険被保険者証 

（８）免許，その他資格証明書の写し 

（９）扶養家族届，通勤経路届，住居届 

（１０）その他本会が必要と認めた書類 

２ 前項の提出書類の記載事項に変更を生じたときは，その都度速やかに，これを 

届け出なければならない。 

 

（労働条件の明示） 

第６条 本会は，職員の採用に際しては，就業規程を明示し，採用時の賃金，就業  

場所，従事する業務，労働時間，休日，その他の労働条件を明らかにするための  

書面を交付するものとする。 

２ 職員の人事異動，退職，解雇，休職，復職は辞令書をもって行う。 

 

（試用期間） 

第７条 新たに採用された者については，原則として採用の日から３ヶ月間を試用 

期間とする。ただし，特別の技能又は経験を有する者には試用期間を短縮すること

ができる。 

２ 試用期間中に職員として不適格と認めた者については，本採用は行わない。 

３ 試用期間は，勤続年数に通算する。 

 

（番号法に基づく提出義務及び手続等） 

第８条 職員は，自身及び扶養する家族などについて，本会から番号法及び関連法等

（省令やガイドラインなどを含む，以下「番号法等」という。）に基づく報告を求め

られた場合には，これに応じなければならない。 

２ 本会は，職員から個人番号の報告を受ける場合には，使用目的を明示するものと

する。 

３ 本会は，職員から報告された個人番号について，管理を厳密に行い，法令等で認

められた場合を除き，目的以外に使用しないものとする。また，番号法等の範囲で

再利用できるものとする。 

４ 職員は，番号法等改正などにより，個人番号の使用目的などが拡大または改正な

どされた場合には，その内容に伴う本会の指示に従うものとする。 

 

（人事異動） 

第９条 会長は，業務上必要がある場合は，職員の就業する場所又は従事する業務の

変更を命ずることがある。 

２ 異動を命ぜられた職員は，指定する日時に異動先に着任しなければならない。 
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３ 職員は，正当な理由のない限り，第１項，第２項の命令を拒むことができない。 

 

 （事務引継ぎ） 

第１０条 職員が退職，配置換え又は休職等となったときは，担当事務を速やかに後

任者等に文書によって引き継がなければならない。 

 

 （休職） 

第１１条 職員の休職に関する事項は，「小美玉市職員の分限に関する手続き及び 

効果に関する条例」に準拠する。 

 

第３章 服務規律 

 

（服務の基本原則） 

第１２条 職員は，社会福祉事業の従事者としての使命と自己の責務を自覚し，法令

及び本会が定める規則並びに規程等に従うとともに，業務上の指示命令を守り， 

職務上の責任を自覚して誠実に職務を遂行し，職場の秩序の維持に努めなければ 

ならない。 

 

（遵守事項） 

第１３条 職員は，就業にあたり次の各号の事項を守らなければならない。 

（１）業務に関係する対象者に対しては，常に親切丁寧な態度で接しその対象者に

不安と不信の念を起こさせないように努めること 

（２）勤務時間中は，職務に専念し，みだりに職場を離れないこと 

（３）常に品位を保ち，本会の名誉を害し信用を傷つけるようなことをしないこと 

（４）正当な理由がなく，業務上知り得た秘密事項（職員の身上に関すること及び

個人番号も含む）及び本会業務に関係する対象者の不利益となる事項を在職中

は勿論，退職後も他に漏らさないこと 

（５）業務に関連して自らの利益を図り，本会の金品を私用に供し，又は本会業務

の関係する対象者等から不当に金品を借用し，もしくは贈与を受ける等，不正

な行為を行わないこと 

（６）許可なく他の法人等の業務に従事しないこと 

（７）職場での性的な言動によって他人に不快な思いをさせたり，職務中に他の 

職員の業務に支障を与える性的な関心を示して，職場の環境を悪くすることの

ないよう努めること 

（８）自己の業務上の権限を超えて専断的なことを行わないこと 

（９）本会の設備，備品に故障，破損，紛失を発見し，又は起こした場合は，直ち

に関係者に届け出ること 

（１０）事務を妨害し，又は職場の風紀秩序を乱さないこと 
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（１１）その他職員として不都合な行為をしないこと 

 

（出退勤） 

第１４条 職員は，出退勤及び外出のときはその時刻を所定の場所において，タイム

カードに打刻しなければならない。ただし，業務の都合で現場へ直行又は直帰する 

場合，管理者の許可を得たものについては，タイムカードの打刻をしなくてもよい

こととする。 

 

（遅刻・早退） 

第１５条 職員は，疾病その他の理由により出勤時刻に出勤できないとき，又は勤務

時間中に早退しようとするときは，事前に有給休暇，又は欠勤の手続をとらなけれ

ばならない。ただし，やむを得ない理由で事前に手続ができなかった場合は，事後

に速やかに手続をとらなければならない。 

２ 職員が，休職等の命令または休暇の承認を受けず，もしくは勤務命令に反し，  

勤務時間中に勤務しなかった場合は，欠勤とする。 

 

（欠勤） 

第１６条 職員は，欠勤しようとするときは，事前に管理者へ届け出なければなら 

ない。ただし，やむを得ない事由により事前に届け出ることができない場合には，

電話等により届け出をしなければならない。 

２ 欠勤は，本人の申し出により年次有給休暇の残余日数と振り替えることができる。 

３ 傷病による欠勤が引き続き５日以上に及ぶときは，医師の診断書を提出しなけれ

ばならない。 

 

第４章 勤務時間，休憩及び休日 

 

（勤務時間） 

第１７条 職員の勤務時間は，１日実働７時間４５分，１週３８時間４５分以内と 

する。始業時刻は午前８時３０分，終業時刻は午後５時１５分とする。ただし，  

業務の都合により，始業及び終業時刻を繰り上げ，又は繰り下げることがある。 

２ 前項の規定にかかわらず，本会は，職種により又は業務上の都合その他の必要が

ある場合は，４週間を平均して週３８時間４５分を超えない範囲で，特定の週に 

おいて３８時間４５分，特定の日において７時間４５分を超えて勤務させることが

ある。 

 

（休憩時間） 

第１８条 職員の休憩時間は，１日につき１時間とする。ただし，訪問介護等の業務

に係る職員の休憩時間は業務の都合，その他やむを得ない事情により，繰り上げ，
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又は繰り下げることがある。 

 

（休日） 

第１９条 休日は，原則として次のとおりとする。 

（１）日曜日 

（２）土曜日 

（３）国民の祝日（日曜日と重なったときは翌日）及び国民の休日 

（４）年末及び年始（１２月２９日から１月３日まで） 

２ 職種により，前各号の休日が出勤となる者の休日は，勤務表にて別途定める。 

 

（休日の振替） 

第２０条 業務の都合により必要やむを得ない場合は，職員の全部又は一部について，

あらかじめ前条の休日を他の日と振り替えることがある。 

２ 休日を通常労働日に振り替える場合は，あらかじめ振り替える日を指定して職員

に通知する。 

 

（時間外及び休日労働） 

第２１条 本会は，業務の都合その他やむを得ない事由があるときは，第１７条に 

定める勤務時間を超え，又は第１９条に定める休日に労働させることがある。職員

は，時間外労働，又は休日労働を命ぜられたときは，正当な理由なくしてこれを  

拒んではならない。 

 

第５章 休暇等 

 

（休暇） 

第２２条 職員の休暇に関する事項は，「小美玉市職員の勤務時間，休暇等に関する

条例」に準拠する。 

 

第６章 給与・旅費等 

 

（給与） 

第２３条 職員の給与等及び退職手当金については，別に定める。 

 

（出張旅費） 

第２４条 職員が本会の業務により出張する場合の旅費等については，別に定める。 

 

（出張命令及び復命） 

第２５条 職員は，業務のため出張を命ぜられたときは，出張命令簿に用務，日程  
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及び出張先を記載の上，管理者の決裁を受けなければならない。 

２ 出張中，予定その他に変更を要する場合は，電話等適切な連絡をし，管理者の  

指示を受けなければならない。 

３ 出張を命じた場合，勤務時間を算定しがたいときは，所定の勤務時間を勤務した

ものとみなす。 

４ 出張を命ぜられた職員は，原則として書類による復命をしなければならない。 

ただし，軽易な事項は口頭で復命することができる。 

 

第７章 定年，退職及び解雇 

 

（定年） 

第２６条 職員の定年は満６５歳とし，６５歳に達した日（誕生日の前日）以後に  

おける最初の３月３１日をもって退職とする。 

２ 前項に規定する定年に関する経過措置として，令和５年４月１日から令和１３年

３月３１日までの間における規定の適用については，次の表の左欄に掲げる期間の

区分に応じ，「６５歳」とあるのは，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和 ５年 ４月 １日から令和 ７年 ３月３１日まで ６１歳 

令和 ７年 ４月 １日から令和 ９年 ３月３１日まで ６２歳 

令和 ９年 ４月 １日から令和１１年 ３月３１日まで ６３歳 

令和１１年 ４月 １日から令和１３年 ３月３１日まで ６４歳 

３ 本人が希望し，第３０条に定める解雇事由または第２７条に定める退職事由に該

当しない者については，満６５歳まで再雇用する。 

４ 前項に規定する継続雇用の方法は，該当する者が嘱託職員か臨時職員のいずれか

を選択できることとする。又，条件等は，本会臨時職員就業規程に基づき，各人別

の職員労働条件通知書で定める。この場合，雇用期間は１年間となるが，原則６５

歳まで契約を更新する。 

５ 第３項及び前項で規定する継続雇用の際の賃金の内，嘱託職員の基本給は，月給

制，臨時職員の基本給は，時給制とし本会給与規程で定める。 

 

（退職） 

第２７条 職員が次の各号の一に該当するときは退職とし，職員としての身分を失う。 

（１）死亡したとき 

（２）退職を願い出て承認されたとき，又は退職願を提出して１４日が経過した 

とき 

（３）休職期間が満了してもその理由が消滅しないとき，又は本人に復帰の意思が

ないとき 

（４）定年に達したとき 
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（退職手続） 

第２８条 職員が自己の都合により退職しようとする場合は，１ヶ月前までに会長に

退職願を提出しなければならない。 

２ 退職願を提出した職員は，会長の承認あるまで従前の業務に従事しなければなら

ない。 

３ 職員は，退職を申し出た場合，又は解雇を申し渡された場合は，退職日までに  

業務の引継ぎを行わなければならない。ただし，疾病又は事故等やむを得ない事情

がある場合はこの限りではない。 

 

（退職手当） 

第２９条 職員が在職１年以上で退職（死亡による退職を含む）したときは，全国社

会福祉団体職員退職手当積立基金規程附則第１６条に規定される加入団体の定年

延長に伴う掛金及び給付金の取り扱い等に関する要領の４．加入団体における選択

（２）の規定により算出した額を支給する。 

２ 前項の支給における退職手当額の算定基礎となる在職期間については，始期は職

員就業規程第４条に定める手続を経て採用された日から，終期は，同規程第２７条

及び３０条により退職した日までとする。 

３ 年齢６０歳に達した職員の定年までの退職手当は，６０歳の年までの退職金支給

額と，それから定年までの期間の計算によって得た額の合計額とする。 

４ ただし，労働基準監督署長の認定を受けて第３７条６項に定める懲戒解雇になっ 

た職員は，退職手当の全部または一部の支給を制限する。 

 

（解雇） 

第３０条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは，解雇することができる。 

 （１）勤務成績，又は業務能率が著しく不良で，職員としてふさわしくないと認め

られたとき 

（２）精神，又は身体の障害により，業務に耐えられないと認められたとき 

 （３）禁固以上の刑に処せられた場合 

 （４）禁治産者及び準禁治産者の宣告を受けた場合 

 （５）やむを得ない理由により本会の業務を縮小するとき 

 （６）その他前各号に準ずるやむを得ない事情があるとき 

２ 前項の規定により職員を解雇する場合は，少なくとも３０日前に予告するか， 

又は平均賃金の３０日分以上の解雇予告手当を支払う。ただし，労働基準監督署長

の認定を受けて第３７条６項に定める懲戒解雇をする場合はこの限りではない。 

３ 前項及び第２６条の規定にかかわらず，事業の継続が不可能となった場合を除き，

次に掲げる期間中は，解雇しない。 

  （１）業務上の傷病に係る特別休暇及び休職の期間並びにその後の３０日間。  

ただし，療養開始後３年を経過した後，労働基準法第８１条の規定に従って 
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打切補償を行った場合は，この限りでない。 

（２）出産に係る特別休暇の期間及びその後３０日間 

第８章 安全衛生及び災害補償 

 

（安全衛生の確保） 

第３１条 本会は，職員の安全衛生の確保及び改善を図り，快適な職場環境形成の 

ため必要な措置を講ずる。 

２ 職員は，安全衛生に関する法令及び本会の指示を守り，災害の防止，疾病の予防

に努めなければならない。 

 

（災害時の措置） 

第３２条 職員は，災害の発生，又はその危険を知ったときは，その状況に応じ臨機

の措置を取るとともに直ちに関係責任者に報告し，その指示によって行動しなけれ

ばならない。 

 

（健康診断） 

第３３条 本会は，職員に対し毎年１回，定期に健康診断を実施する。 

２ 健康診断の結果，必要があると認められるときは，一定の期間，就業の禁止，  

就業時間の短縮，業務内容の変更その他健康保持上必要な措置を命ずることがある。 

 

（就業の禁止） 

第３４条 他人に伝染する恐れのある疾病にかかっている者，又は疾病のため他人に

害を及ぼす恐れのある者，その他医師が就業不適当と認めた者は就業させない。 

 

（災害補償） 

第３５条 職員が業務上の事由，又は通勤により負傷し，疾病にかかり，又は傷病等

が治癒した後，身体に障害が存する場合，又は死亡したときは，労働者災害補償  

保険法による保険給付によって災害補償を行う。 

２ 前項の補償を受ける権利は，職員の退職によって変更されることはない。 

 

第９章 表彰及び制裁 

 

（表彰） 

第３６条 職員が次の各号の一に該当する場合には，その都度審査の上表彰する。 

（１）永年にわたって誠実に勤務し，品行方正，技術優秀，業務熱心で他の者の  

模範と認められる場合 

（２）災害を未然に防止し，又は災害の際，特に功労のあった場合 

（３）業務上，有益な発明，改良又は工夫，考案のあった場合 
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（４）前各号に準ずる程度に善行，又は功労があると認められる場合 

（制裁の種類） 

第３７条 会長は，職員が次の各号の一に該当する場合は，次の区分により制裁を 

行う。又，その一又は二以上を併せて行うことがある。 

（１）けん責   始末書を提出させて将来を戒める。 

（２）減 給   始末書を提出させて減給する。ただし，減給は１回の額が平均  

賃金の１日分の５割を超えることはなく，又，総額が１賃金支払

期間における賃金の１割を超えることはない。 

（３）出勤停止  始末書を提出させるほか，１４日間を限度として出勤を停止し，

その間の賃金は支給しない。 

（４）降 格   始末書を提出させるほか，役付きを免じもしくは職務の等級を

下げる。この場合は，職務の等級は直近下位に引き下げる。 

（５）諭旨退職  退職願を提出するよう勧告を行う。これに従わない場合は懲戒

解雇とする。 

（６）懲戒解雇  即時解雇する。 

２ 制裁の種類は文書をもって本人に通知する。 

３ 制裁の記録は職員カードに記録されるものとする。 

 

（制裁の事由） 

第３８条 職員が次の各号の一に該当する場合は，情状に応じ，けん責，減給，出勤

停止，降格又は諭旨退職とする。 

（１）正当な理由なく無断欠勤が３日以上に及ぶとき 

（２）正当な理由なくしばしば欠勤，遅刻・早退，又は私用外出するなど勤務を  

怠ったとき 

（３）過失により本会，又は利用者に損害を与えたとき 

（４）素行不良で本会の秩序又は風紀を乱したとき（セクシュアルハラスメントに

よるものを含む。） 

（５）職員の過失で個人番号が漏えいした場合 

（６）第１１条に違反したとき及びその他この規程に違反したとき 

（７）前各号に準ずる不都合な行為があったとき 

２ 職員が次の各号の一に該当する場合は，懲戒解雇とする。ただし，情状により  

減給，出勤停止，降格，諭旨退職とすることがある。 

（１）正当な理由がなく無断欠勤が引き続き７日以上に及び出勤の督促に応じない

とき 

（２）しばしば遅刻，早退，又は私用外出を繰り返し，本条第１項の処分を受けて

も改めないとき 

（３）刑事事件に該当する行為があったとき 

（４）故意，又は重大な過失により本会，又は利用者に重大な損害を与えたとき 
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（５）素行不良で著しく本会の秩序，又は風紀を乱したとき（セクシュアルハラス

メントによるものを含む） 

（６）重要な経歴を偽り採用されたとき 

（７）その他この規程に違反し，又は前各号に準ずる重大な不都合な行為があった

とき 

 

（損害賠償） 

第３９条 職員が，故意，又は重大な過失により本会に損害をもたらしたとき（番号

法等に違反し，特定個人情報が漏えいしたときを含む）は，損害の全部，又は一部

を賠償させることがある。ただし，これによって第３７条に定める制裁を免れるも

のではない。 

 

第１０章 雑則 

 

 （委任） 

第４０条 この規程の施行に関し必要な事項は，会長が定める。 

 

 

附 則 

この規程は，平成１８年５月３１日から施行し，平成１８年４月１日から適用する。 

  附 則 

この規程は，平成１９年４月１日から一部改正する。 

附 則 

この規程は，平成２１年９月１７日から一部改正する。 

附 則 

 この規程は，平成２２年４月１日から一部改正する。 

   附 則 

 この規程は，平成２５年４月１日から一部改正する。 

附 則 

 この規程は，平成２７年４月１日から一部改正する。 

附 則 

 この規程は，平成２８年３月２９日から一部改正し，平成２８年１月１日から適用

する。 

附 則 

この規程は，平成２９年９月４日から一部改正し，平成２９年４月１日から適用す

る。 

附 則 

この規程は，令和５年４月１日から一部改正する。 
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附 則 

この規程は，令和６年６月１３日から一部改正し，令和６年４月１日から適用する。 
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様式第１号（第５条関係） 

 

 

誓 約 書 

 

 

 

 私は，社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会職員として，服務規律を遵守し誠実 

かつ勤勉にその職務を遂行することを誓約します。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

                 住 所                  

 

 

氏 名                印 

                 （自筆） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会 

 

会  長            様 
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様式第２号（第５条関係） 

 

身 元 保 証 書 

 

                          令和  年  月  日 

 

 

社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会 

会 長             様 

 

               （ 身元保証人 ） 

                住 所                   

                本人との続柄                

                氏 名                 ㊞ 

                生 年 月 日                

 

 下記の者の在職中においては，社会福祉法人小美玉市社会福祉協議会の諸規則を 

守らせるとともに，一身上及び金銭上の一切の行為について責任を負うことを誓い 

ます。 

 

 

記 

 

（ 本 人 ） 

 住  所                           

 氏  名                           

 生年月日                           


